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問題と目的

　「男女共同参画社会」の更なる実現にむけて、社会

的認識が本格的に整いつつある。坂東（2009）が女性

の社会的、経済的役割はこの半世紀余りの間に大きく

変貌していることを指摘するとともに、2017年日本で

は初の女性の都知事が誕生し、それに伴い多くの女性

都議会議員が都政で力を発揮する機会を得た。少子高

齢化によって進む生産年齢人口の減少の影響等に伴

い、ポジティブアクション、ダイバーシティ・マネジ

メントの推進など、女性活用の流れはその勢いを増し

てきている。

　しかしその一方で、「男女雇用機会均等法」の施行

から約30年が経過し、女性社員の管理職活用の機会が

拡大していくことは当然の重要な試みではあるもの

の、思うように進んでいない現実がある。長期間にわ
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たる女性の労働市場への進出を経た今でも、日本企業

における女性管理職の比率は未だ低く、女性のマネジ

メント中枢部への進出という観点からは、多くの先進

諸外国に水をあけられている（石黒，2012）。女性管

理職を増やしていくことは、今やリテンション・マネ

ジメントの視点からも有効であるとされ、女性が上司

の場合、男性が上司である場合よりも女性活用風土が

高いことが示されており（山本，2010）、優秀な女性

管理職を増やすことは、女性活用環境の裾野を広げて

いく意味でも重要である。

　しかし、女性管理職比率は長期的に上昇傾向にある

ものの、2013年においては係長15.4％、課長8.5％、部

長は5.1％と低い状況となっている（厚生労働省，

2013）。そのため第三次男女共同参画基本計画（内閣府，

2011）では、企業の指導的地位に占める女性の割合を、

2020年までに30％程度とする政府の具体的な数値目標
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も示されていたが、第四次男女共同参画基本計画（内

閣府，2015）の女性活用の数値目標においては、民間

企業について若干下方修正されている。

　女性の管理職への昇進を妨げている要因は、大別す

ると、主に企業の体質による問題と女性の意欲的問題

の２点があげられる。武石（2014）の研究では、企業

側の女性活躍推進の消極的な姿勢と女性の昇進意欲の

低さには、悪循環が形成されていると指摘され、女性

に対して管理職昇進に必要な知識や経験等を与えてこ

なかった企業側の問題を考え、女性が自身の職業キャ

リア展開を主体的に考える条件の整備を求めている。

山口（2010）も同様に、予言の自己成就の理論を挙げ、

負のスパイラルを指摘している。予言の自己成就とは、

“女性は結婚・出産により離職してしまうので人材投

資が無駄になる”“女性は男性に比べ生産性も向上心も

低い”という日本企業の多くの管理職者の認識であり、

責任ある仕事を男性に任せ、女性は成長の機会を逸し

てしまうことを問題とする。このような状況が繰り返

されることで女性の就労意欲は低下し、離職につなが

る。そのため、より一層女性の評価は下がるが、この

ような現象は企業が自ら生み出した結果である可能性

が高いにも関わらず、自然発生的に起こっていると錯

覚されているメカニズムである。男女差なく「期待す

る」「鍛える」「機会を与える」ことの実行が必要であ

り、企業側の意識改革の重要性が指摘されている。安

田（2012）の研究では、面倒見の良い上司の下で働く

女性は管理職希望が強いことが確認されており、企業

側の体質が改善されれば、女性側の意識も変化してい

くことを示唆している。このように現在の女性活用推

進の気運の追い風もあり、企業側の問題については、

研究や対策が進められつつある。

　では女性側の意欲的問題についてはどうだろうか。

今後企業側の問題の対策が取られ、悪循環が改善され

れば、女性が昇進に向かってこれまでよりも積極的に

進んでいくであろうポテンシャルは武石（2014）や安

田（2012）の先行研究により示唆された。しかし、女

性がそもそも昇進に対して積極的に捉えられない問題

の背景にも根強いものがあると考える。女性の意欲的

問題を扱った先行研究では、Cooper&Davitson（1982）

により、働く女性は男性と同じ職務ストレッサーの犠

牲になっているだけではなく、さらに女性特有のスト

レッサーに直面していることを強調されており、その

理論を元に金井（1993）が実証的研究を行い、伝統的

な性役割観の偏見による仕事と家庭の両立葛藤をあげ

ている。確かに女性が昇進を望まない理由として、競

争意識の男女差（Gneezy,2008）や進化生物学的嗜好

や気質の差（Browne,1998）として女性の意欲の低さ

を生得的なものであるとする研究（安田，2009）など

生得的要因を挙げるものもある。しかし、圧倒的に多

くの研究で「女性の場合は管理職に昇進することで仕

事と家庭の両立（ワークライフバランス）の難しさを

心配している面や身近にロールモデルがいないといっ

た側面が強く」（安田，2010；川口,2010,2012）、女性

のチャレンジ精神が足りないという指摘は、必ずしも

的確ではない。潜在的には昇進意欲を保持している群

が推察されるものの、現時点で女性が昇進を希望しな

い原因として、家事や育児を社会から期待されている

といった伝統的な性役割観の影響が示されている。過

去には「競争場面において成功することを恐れて、そ

れを回避してしまう」として女性の自己実現を阻むと

された成功回避動機（Horner，1968）の研究も存在

したが、これもまた女性としての伝統的な性役割観の

影響であろう。

　そもそも1980 〜 90年代からの研究において、我が

国の働く女性の意識が性役割分業観に深く根ざしてお

り、欧米社会と比較してかなりの遅れがあることは指

摘され続けてきた。例えば、菅原（1979）の研究では、

女性は家を守り、男性は外で働くという性役割観に対

して、日本の女性が他の先進国と比較して抜きん出て

高い数値を示していることや、昇進は勤続年数によっ

て決まると考え、昇進に全く興味がないことを挙げ、

昇進の可能性のなさが意欲の減退と深く関連している

ことを指摘している。男女雇用機会均等法が進んでき

た90年代には、女性の職場への進出の結果として、働

く女性に対する周囲の期待や意識も少しずつ変化して

いることも報告されている（若林・宗方，1990）。し

かし、女性は依然として根強い伝統的性役割観とのせ

めぎあいの中で、米国学生との比較においても女性管

理職への偏見が強く、昇進を意識するところまで至っ

ていないという職業意識の違いも指摘されている（若

林・宗方・Halinski,1993）。また前述の金井（1993）

の研究では、女性活用の施策を早急に打ち出すことの

重要性を強く訴えている。

　現在、ようやく女性活躍推進の施策は発信されてい
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るが、女性たちの反応はまだ性役割観から解放されて

いない。女性の生き方の多様性が進み、自分自身の可

能性のために主体的に生きる可能性が広がっている

（小野田，2013）中で、キャリア志向の女性が増加す

る半面、専業主婦に魅力を感じる人もいて（井田，

2006）キャリア志向と専業主婦志向の二極化が発生し

ている。子育てへの影響を心配する声もいまだ根強い。

男性も、家族を経済的に支えるのは自分で、妻が働く

ことは期待しない志向性や、昇進意欲の高い男性ほど

家事などを妻に依存し自分がやることを回避する志向

が強い（内閣府,2012）。男性の意識改革は進められて

いるものの、男性側の意識も、性役割に関して今だ伝

統的志向が強く、特に年齢が上がるほど伝統的価値観

が根強い傾向がみられている。坂東（2009）の研究で

も、長い間日本で支配的であった「出産、子育ては私

事、女の仕事」という見方は少なくなっているものの、

対応はいまだに及び腰であることが指摘され、女性も

働くことで男性だけにかかる経済的負担を軽減し、妻

の出産育児に夫も参加することを提案している。仕事

と出産子育てが両立できずに心ならずも専業主婦にな

り、一時期子育てに専念するため退職すると、子育て

の手が離れて再びまともな仕事に就きたくても就けな

いで専業主婦を続けざるを得ない女性に孤立感、被害

者意識が強いことを挙げ、これまで多くの女性にとっ

て職場と家庭を両立する選択が可能な環境が整ってい

なかったことを問題提起している。これらのことから、

社会的に望ましいとされる性役割観が女性の昇進意欲

の妨げになっていると仮定できる。女性管理職が増え

るためには、女性が管理職へのキャリアをポジティブ

にとらえてそれを目指すことが極めて重要であるもの

の、管理職への昇進意欲には性役割観のバイアスがあ

ることが多く、そうなっていない現状が指摘されてい

る。

　これまでの昇進意欲の研究を概観すると、社会人を

対象にした研究が近年進んできたばかりで、社会人に

なる前の青年期の学生を対象にしたものはほとんど見

られない。特に女性の研究は、近年の女性活用推進に

向けて進んできたものであり、昇進意欲の議論に至っ

ているものはここ数年である。その中で管理職になる

前の社会人を対象にした昇進意欲の男女比較（川

口,2012，安田，2009）や、女性の昇進意欲促進に向

けた研究（武石，2014）、昇進意欲と組織との関連性

の研究（今城・藤村，2012）などはあるが、多くは経

済学、経営学の視点からの研究が主であり、心理学的

立場から昇進意欲を検討している研究は見られない。

　そこで本研究では、対象者をまだ社会に出る前の大

学生とし、社会に出る前の昇進意欲について問うため

の尺度の作成を試みる。先行研究では女性活用推進の

流れを危惧する見方も存在し、篠塚（2007）は女性活

用の機会の拡大という質的変化は、女性に対する期待

であると同時に、一段と過酷な競争社会への出発であ

ることも意味していると指摘する。もし対象者である

大学生達がそのような生き方を求めていないのであれ

ば、女性活用の施策は彼らにとってプレッシャーやス

トレスを与えるものでしかない。昇進意欲とは本来、

社会に出る前の最終教育機関である大学在学中に育

み、企業へと送り出すことで、社会での積極的な能力

発揮につながるものであると考えられる。青年期の大

学生が昇進意欲をどのように捉え、どのような生き方

を求めているのか、大学生の昇進意欲の実態を把握で

きる尺度を作成することで、今後はその要因を検討す

ることもでき、昇進意欲の促進を図るための材料へと

つなげたい。

　また前述の通り、昇進意欲には性役割観の影響があ

ると考えられ、男女の違いが予測できることから、性

差における昇進への意識の違いを検討する。社会人よ

りもより平等的環境で教育を受けている大学生に焦点

をあて、男女における昇進意欲の違いを検討すること

により、企業側の体質の影響を受ける前の男女の昇進

に対する意識を測ることができ、社会に出るための準

備がどの程度整っているか、キャリア教育の浸透度と

課題についても把握することが可能となる。

　青年期特有の昇進意欲についての尺度を作成し、研

究を進めていくことにより、昇進することがプレッ

シャーやストレスを与えるものになってしまうことな

く、個々人が能力を発揮するためのエネルギーとなる

ような施策が検討できるであろう。今後青年期の男女

に対して、昇進のmustが前提となったキャリア教育・

支援ではなく、昇進をwillに繋げるキャリア教育・支

援が実現できると考える。

方　法

１．調査協力者

　東京都内の大学生首都圏の大学２校の男女大学生
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286名を対象に無記名の質問紙調査を実施した。回収

された調査票から記入漏れや偏った回答を除いた260

名（男性86名，女性174名）を分析対象とした（有効

回答率91％）。平均年齢は19.72歳（SD=1.39）であった。

２．調査時期

　X年７月

３．調査方法

　個別自記入形式の質問紙調査で実施した。心理学の

講義終了後に筆者によって集団調査形式、即時回収法

で実施した。回答はいずれも無記名で行われ、回答時

間は約15分ほどであった。

４．質問紙の構成

（1） フェイスシート

　年齢・性別・学年の記入を求めた。

（2） 昇進意欲に関する尺度

　昇進意欲を測定するために、ワークスタイル測度（宗

方，2002）の下位尺度である「出世志向」の４項目を

基に作成した。「出世志向」の４項目は「会社の重要

な幹部になる」「組織の中で出世し、高い地位につく」

「組織全体を動かすような仕事をする」「他の人々を指

導したり、管理するような仕事をする」であるが、本

研究では就業前の大学生に対する尺度作成であるため

「就職したら」という表現を追加した。

　また先行研究における「出世志向」のイメージだけ

ではない、現代社会における様々な形での昇進をイ

メージできるよう、追加項目として５項目を設定した。

追加の際は大学院で臨床心理学を専門とする大学教員

１名と臨床心理学を専攻している大学院生４名で検討

した。

　追加項目は、昇進には幾つかの段階があるため、「重

要な幹部」「高い地位」までの高い出世志向ではない

昇進意欲も取り上げるべきと考え、どのレベルまでの

昇進かは明記せずに「いずれは昇進したい」とするも

のや、先行研究の高い地位までの昇進をイメージさせ

るものではない「リーダー」という表現や「管理職」

という言い方にとどめる項目も作成した。また名誉欲

から昇進を積極的に目指している訳ではない、周りか

ら「信頼」を得ていく中で結果として昇進がついてく

る、周りから薦められる、という形の昇進であればし

てもよい、とする昇進意欲も取り上げる必要があると

考え、項目を追加した。追加項目の作成にあたっては、

「組織で評価され」「周りに信頼され」という客観的後

押しのある項目を２種類の表現で作成し、後押しがあ

れば「昇進したい」という主体的表現と「任命されれ

ば受ける」とあくまで受け身の表現のものとを作成し

た。

　以上のことを鑑みて作成された追加項目は「就職し

た組織で評価され、管理職に任命されれば受ける」「就

職した組織で評価され、リーダーに任命されれば受け

る」「就職したら、いずれは昇進したいと思う」や「就

職したら、組織で評価され昇進したい」「就職したら、

周りの人に信頼され昇進したい」の５項目とし、「出

世志向」を改変した４項目を加えて、９項目とした。

　「全くあてはまらない」「あまりあてはまらない」「ど

ちらともいえない」「ややあてはまる」「非常にあては

まる」の５件法で回答を求めた。

　全９項目をTable１に示し、本研究で「昇進意欲尺

度」として取り上げることとする。

５．倫理的配慮

　本研究では、調査対象者に配布した質問紙に、研究

の目的、倫理的配慮に関する説明を明記した。説明に

は調査の目的、調査結果は本研究の目的以外に使用す

ることはないこと、調査は無記名で行われ、得られた

データは個人が特定されない形で処理、分析を行い、

研究が終了した時点で消去、破棄することなどを十分

に示している。

結　果

１．昇進意欲尺度

（1）　昇進意欲尺度の因子分析

　宗方（2002）の地位・出世志向尺度より表現を変更

し追加項目も使用したため、因子構造が変化した可能

性も考えられる。よって、全９項目の因子分析を主因

Table1　昇進意欲尺度の項目
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子法、プロマックス回転により行い、因子構造の確認

を行った。

　まず、昇進意欲尺度項目の平均値、標準偏差を算出

し、天井効果・フロア効果がないかを検討した結果、

共に確認されなかった。９項目に対して主因子法、プ

ロマックス回転による因子分析を行った。固有値の変

化は5.64、0.96、0.72…というものであり、１因子構

造が妥当であると確認された。

　内的整合性を検討するためCronbachのα係数を算

出したところ、α=.92と十分な信頼性が確認された。

本研究では９項目全てが必要であると判断し、偏りに

注意しつつ、すべての項目を分析の対象とすることに

した。この結果をTable２に示す。

（2）基礎統計量

　各尺度の下位尺度に相当する項目において、「非常

にあてはまる」を５点、「ややあてはまる」を４点、「ど

ちらともいえない」を３点、「あまりあてはまらない」

を２点、「全くあてはまらない」を１点と得点化し（逆

転項目は１〜５点と得点化し）、合計得点を算出した

後、項目数で割り平均値を算出した。「昇進意欲」得

点（平均3.53，SD=.79）とした。

２．昇進意欲の男女差の検討

　各因子、各項目における男女の得点差を比較するた

めに、対応のない t 検定を実施した。その結果、昇進

意欲尺度において有意差が認められた。

　「昇進意欲」（t=4.21，df＝258，p＜.001）については、

女性よりも男性の方が有意に高い得点を示していた。

　加えて各項目においても、「就職したら、会社の重

要な幹部になりたい」（t=4.75，df＝258，p＜.001）、「就

職したら、組織の中で出世し高い地位につきたい」

（t=5.20，df＝258，p＜.001）、「就職したら、いずれは

昇進したいと思う」（t=3.95，df＝258，p＜.001）、「就

職したら、組織で評価され就職したい」（t=3.05，df

＝258，p＜.01）、「就職したら、組織全体を動かすよ

うな仕事をする」（t=3.15，df＝258，p＜.01）、「将来

は人々を指導し、管理職として仕事がしたい」（t=2.77，

df＝258，p＜.01）の６項目についてすべて、女性よ

りも男性の方が有意に高い得点を示していた。

Table2　昇進意欲尺度の因子分析結果（主因子法）

Table3　男女大学生による各項目ごとの t 検定結果
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　また「就職したら、周りの人に信頼され昇進したい」

（t=1.97，df＝258，n.s.）「就職した組織で評価され、

管理職に任命されれば受ける」（t=1.72，df＝258，n.s.）、

「就職した組織で評価され、リーダーに任命されれば

受ける」（t=1.79，df＝258，n.s.）については、有意

ではなかった。この結果をTable３に示す。

考　察

　本研究の目的は、昇進意欲尺度の検討をすること、

および、昇進意欲の性差について検討することであっ

た。以下、各々について述べていく。

１．昇進意欲尺度について

　昇進意欲尺度としては、宗方（2002）のワークスタ

イル測度の下位尺度である「出世志向」尺度を参考に

作成した。先行研究に加え、出世志向といえるほど高

くはなく、積極的ではない昇進意欲も取り上げるべく、

追加項目を設定していることから、本研究でも因子分

析を行った。先行研究と同様の１因子構造が得られ、

高い信頼性も確認された。

　後述する各項目のt検定の結果からは、追加項目に

ついては元の項目とは異なる結果が出るなどしてお

り、重要な幹部や高い地位を目指すまでの出世志向で

はない昇進意欲であっても、取り上げるべき項目と

なっていることが示唆される。以上のことから、昇進

意欲尺度は、現代大学生に昇進意欲を測る尺度として

適切であると考えられる。

２．性差について

　本研究では、就労以前の大学生の男女の昇進意欲に

ついて検討した。昇進意欲に関しては、社会に出る前

の青年期の男女間においても男女差があり、男性の昇

進意欲は女性に比べて明らかに高いことが確認され

た。女性より男性の昇進意欲が高いことは男女社会人

における先行研究（安田，2012；川口，2012）でも報

告されており、本研究において、昇進意欲は社会に出

る前の大学生においても社会人と同様に、女性より男

性の方が高いことが明らかになった。坂東（2009）の

先行研究でも示されたように、出産は女性の仕事、と

するような伝統的な性役割の見方は少なくなってきて

はいるものの、まだ青年期の大学生層から見ても、女

性にとって職場と家庭を両立する環境が整っていると

は捉えられていないことが示唆された。

　項目ごとの検討では、「就職したら、会社の重要な

幹部になりたい」「就職したら、組織の中で出世し高

い地位につきたい」「就職したら、いずれは昇進した

いと思う」「就職したら、組織で評価され就職したい」

「就職したら、組織全体を動かすような仕事をする」「将

来は人々を指導し、管理職として仕事がしたい」の６

項目で女性より男性の方が有意に高い結果となった。

特に女性に比べ、男性が高かった項目は「就職したら、

組織の中で出世し高い地位につきたい」であり、「高

い地位」に対する男女の志向差が明らかとなった。

　対して、「就職したら、周りの人に信頼され昇進し

たい」「就職した組織で評価され、管理職に任命され

れば受ける」「就職した組織で評価され、リーダーに

任命されれば受ける」は男女共に高い得点であったが、

男女差は示されなかった。この結果により、女性も周

囲から「信頼」や「評価」を得ることができれば、昇

進に対して積極的に考えられ、キャリア教育の重要性

が示された。特に女性には、自分がどのような職業を

選択し、その道で信頼や評価を得るためにはどの様な

知識やスキルを身につけていけば良いのかを具体的に

理解し、自信をつけていくための支援をすることが必

要であろう。

　またそれに加えて女性は、男性ほど「高い地位」の

社長や幹部までの昇進は荷が重いが、チームリーダー

など身近な管理職であればチャレンジを試みたいと考

える傾向が示唆される。女性の生き方の多様化が進む

中で、どのように主体的に生きていくかを自分自身で

考え、決断していくことは、青年期の女性の最も重要

な課題であるといえる。

　現在の教育現場におけるキャリア教育・支援は就職

活動のサポートなど入社するところまでが中心となっ

ているが、近年の女性活躍推進やグローバル化、ダイ

バーシティマネジメントの推進を考慮すれば、今後は

昇進をどのようなものと捉え、どのような働き方を選

択するのか、明確なキャリアプランをイメージさせる

ところまでの支援が必要であると考える。女性は自分

がどう生きたいのか、自身のアイデンティティ・価値

観をしっかりと持ち、社会に出ることが重要であろう。

それだけに、女性にとってより具体的で魅力的で実現

可能となり得る、女性経営者や子育てをしながら管理

職として働く女性など、昇進することがイメージでき
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る、身近で多様なロールモデルを示していくことが必

要であろう。

　過去には女性は昇進を期待できない環境がストレス

を与えていた（金井，1993）が、現在では企業の体質

に様々な問題はあるものの、女性活躍推進に向けて改

善が進められている。この女性活躍推進の流れは、こ

こに至るまでの様々な女性の活躍が少しずつ積み重ね

られてきた結果であると推測される。女性を取り巻く

環境はスモールステップではあるが確実に変化してお

り、多様化する生き方に女性自身しっかりと目を向け、

まだ少数ではあるものの、増えつつある活躍している

女性のロールモデルの存在に耳を傾け、自分の生き方

を主体的に捉えていくことが重要であると考える。

　また男性の理解も重要であろう。これまで先行研究

で女性の昇進意欲を妨げる一因であるとされていた家

庭と仕事の両立や、職場の理解、という問題も、男性

の理解が進み、妻が働くことや職場の女性を受容する

方向に意識が改革されることで、かなり抜本的に改善

されることが予測できる。男性の理解が進まないこと

が、女性の昇進意欲にブレーキをかけている（内閣府，

2012）先行研究なども考慮すると、今後も男性の意識

改革を強化し続けていくことは非常に重要であると考

える。

　折角の好機を活かす勇気を青年期の女性に与えるた

めに、キャリア教育が果たす役割は大きいといえよう。

青年期の大学生が自発的に昇進を求めているのか、周

囲から信頼され、自信をつけることで昇進に繋げたい

のか、正しく理解し、支援することが目指される。自

分がどの様な人生を送りたいのか、なりたい職業や仕

事について知り、その中で「働き方」までイメージし、

考えておく必要があるだろう。その上で、チャレンジ

したい気持ちを封じ込めることなく、しかし無理をす

るのでもなく、幸せに自己実現を目指せる社会の実現、

mustではなくwillにつなげるキャリア教育が望まれ

る。その積み重ねが悪循環から好循環へと変化する

きっかけとなるだろう。

まとめ

　本研究の問題と課題とをあげてみる。

　第１に、本研究では今回、昇進意欲を一因子で検討

してきた。しかし昇進には組織の規模や職種によって

様々なレベルが存在する。社長や役員といった経営層

から課長や係長といった中間管理職など、昇進意欲と

言ってもどこまでの昇進を目指すのか、今後は昇進意

欲の質を測ることも必要であろう。それを検討するこ

とで個人に合ったゴールセッティングを可能にするこ

とができると考えられる。

　第２に、今回は女性の調査対象者に比べ、男性の対

象者が少なかった。女性活用推進は男性がどのように

捉えているかということも重要な点であることから、

今後は同数の人たちを対象にした調査が必要だろう。

　第３に、本研究において作成した尺度を使用し、先

行研究で昇進意欲に影響を与えていると提言されてい

る様々な要因との検討を進める必要があろう。それら

の要因との関連を整理、検討し、明らかにしていくこ

とで、キャリア教育に必要な支援を明確にしていくこ

とができると考える。しかし、これらは今後の検討課

題とする。
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